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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本における不登校児童生徒を対象とした教育課程特例校の設置に至る政策動
向の分析と、当該特例校のカリキュラムおよびその所在する自治体の不登校対策について比較研究を行った。また、不
登校対策において行政と民間が効果的に協働している福岡市の事例について組織間関係論の観点から分析を行った。さ
らに、米国のスモールスクール運動を牽引した人物の一人であるリンダ・ダーリン＝ハモンドの業績について分析を行
った。

研究成果の概要（英文）：This research analyzed the political process in which institutions having 
especial curriculum for school non-attenders became possible to be settled in Japan, and compared the 
curricular and other measures for those students among some local governments having those institutions. 
Also, it analyzed the example of effective collaboration between public and private sector in the process 
of the measures for school non-attenders in Fukuoka city. Finally, I analyzed the accomplishments of 
Linda Darling-Hammond to clarify the background of small school movements in the United States.

研究分野：教育政策
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１．研究開始当初の背景 
日本では、1997 年以降現在に至るまで、
常に毎年 10 万人以上の不登校児童生徒が存
在する状況にある。こうした児童生徒に対し、
通常の学校とは異なる学びの場を提供して
きたのが、民間のフリースクールや、自治体
の設置する教育支援センター等の教育機関
である。 
 現在、これらの教育機関は全国的に数多く
設置されているものの、そこに通えている児
童生徒の数は全体の 2割程度にとどまってお
り、依然として多数の児童生徒が有効な学習
機会を得られずにいる状況にある。このこと
は、これらの教育機関における教育実践やカ
リキュラムに工夫・改善の余地があることを
示すとともに、これらとは別の、新たなタイ
プの教育機関の開発が求められていること
も示している。 
他方、米国では、スモールスクールやチャ
ータースクールが公立の範囲内における選
択制の学校として設置され、既存の公立学校
を忌避する子どもたちに多様な選択肢を提
供してきた。現在、これらの学校は、教育の
民営化を過度に推し進めるものとして厳し
い批判にさらされているが、初期の取組では、
こうした学校でのオルタナティブな教育実
践や教育評価法（「本質的な問い」に基づく
授業開発やポートフォリオ評価など）が通常
の公立学校に対して新たな実践のモデルを
提供してきた。 
こうした米国の状況に鑑みるならば、日本
においても、フリースクールや教育支援セン
ターが新たな教育実践開発の場となり、両者
が効果的な協働関係を結ぶことで、公立学校
の改善がもたらされるのではないかと考え
たことが、本研究開始当初の背景にあったも
のである。 
 
２．研究の目的 
 そこで、本研究では、日米におけるオルタ
ナティブな教育機関の制度上の特質と、それ
を取り巻く制度環境との相互作用のメカニ
ズムを比較検討し、日本においてオルタナテ
ィブな教育機関が公立学校の改善を導く実
践の場として位置づけられるための制度的
条件を明らかにすることを目的とした。 
 具体的には、オルタナティブな教育機関の
カリキュラム上の特徴を明らかにするとと
もに、こうした機関が教育委員会や学校、教
育支援センター等の公的機関とどのような
ネットワーク（サポート体制）を築いている
のか、また、そうしたサポート体制に民間団
体が関与する場合、どのような条件が整って
いることが必要となるのか、などを明らかに
することを目指した。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、以下の５つの方法で分析を進
めた。 
①日本におけるオルタナティブな教育機関

の位置づけに関する政策動向の分析 
 
②オルタナティブな教育機関の提供するカ
リキュラムの比較分析 
 
③オルタナティブな教育機関を設置する地
方自治体の不登校児童生徒支援のサポート
体制分析 
 
④自治体の不登校対策における公私協働の
成立条件の分析 
 
⑤米国におけるオルタナティブな教育実践
の普及メカニズムに関する分析 
 
 上記のうち、②・③の作業では、義務教育
段階における不登校児童生徒を対象とする
教育課程特例校として知られている、高尾山
学園（八王子市）、洛風中学校・洛友中学校
（京都市）、学科指導教室 ASU（大和郡山市）、
東京シューレ葛飾中学校（東京都葛飾区）、
星槎中学校（横浜市）など（以下、「不登校
特例校」とする）を主な事例として取り上げ
た。また、④では、福岡市を事例として、組
織間関係論の知見を用いて分析を行った。そ
して、⑤では、オルタナティブな教育実践の
開発の場として始まったスモールスクール
運動に理論面で貢献した人物の一人とされ
る、リンダ・ダーリン＝ハモンドの業績につ
いて分析を行った。 
 
４．研究成果 
 上記の分析の結果、以下の５点を明らかに
することができた。 
 
(1) オルタナティブな教育機関に関する日
本の政策動向 
 日本では、90年代初頭に長期欠席者の定義
が年間 50日から 30日へと改められたこと、
フリースクール等の民間施設への出席日数
が校長の裁量により学校の出席日数へと認
められるようになったことなどの変化が生
じていた。その後、スクールカウンセラーや
「心の相談員」の配置、教育支援センターの
拡大が進み、2000 年代には同センターの事
業の民間委託などが提言されるようになっ
た。 
こうした不登校児童生徒への直接的な支
援に関する政策の変化の一方で、学校のカリ
キュラム開発に関する政策の変化も生じて
いた。すなわち、90年代を通じて「生活科」
や「総合的な学習の時間」による各学校レベ
ルでのカリキュラム開発の拡大、「研究開発
学校制度」の改正（2000 年）による学校ご
との自主的な研究課題の設定などの動きを
受けて、構造改革特別区域法（2002 年）の
もとで教育課程特例校の設置が認められる
ようになっていた。 
これら二つの流れを汲むかたちで、不登校
児童生徒を対象とする教育課程の特例が認



められるようになった。現在、不登校特例校
は特区制度から外れて（特区の全国化）、文
部科学省の認定により設置が可能となって
る。その設置にあたっては、基本的に不登校
児童生徒に対する教育上適切な配慮のある
ことが教育課程上の基準となっており、通常
の教育課程特例校に比べて大幅に弾力的な
カリキュラム編成が可能になっていること
が分かった。 
 
(2) オルタナティブな教育機関の提供する
カリキュラムの比較分析 
 オルタナティブな教育機関のカリキュラ
ム分析の対象として取り上げたのは、不登校
特例校のうち、特区制度の下で設置され、義
務教育段階を対象としている高尾山学園、洛
風中学校、学科指導教室ＡＳＵ、「ぎふ・学
びの部屋」、東京シューレ葛飾中学校、星槎
中学校の６校である。分析の前提を揃えるた
め、いずれの教育機関についても、構造改革
特区計画の段階で示されたものを資料とし
て用い、各機関の授業時数ならびに教育内容
の観点から分析を加えた。 
 分析の結果、「ぎふ・学びの部屋」および
星槎中学校を除く４校では、標準授業時数か
ら 100〜200 時間ほど総授業時数を削減し
たうえで、不登校生徒の登校に配慮して始
業時刻を遅らせ、１日あたり午前２時間、
午後２〜３時間の授業数になるように設定
されていることが共通点として明らかとな
った。なお、「ぎふ・学びの部屋」について
は、教育支援センターに性格が近く、授業
時間は 300 時間ほど短くなっている一方、
星槎中学校の場合は通常の学習活動や集団
活動に適応できる者のみを対象としている
ため、標準授業時数よりも 150時間以上多
い時間設定が可能となっている。 
 教育内容の点では、星槎中学校を除いて、
教科の学習時間を減らす一方、「総合」や道
徳・特別活動などの時間を維持・拡充し、
そこで体験活動や表現活動、コミュニケー
ション活動などを重点的に行おうとしてい
ることが共通点として明らかとなった。 
 
(3) オルタナティブな教育機関を設置する地
方自治体の不登校児童生徒支援のサポート
体制分析 
 本分析では、不登校特例校の教育内容をさ
らに詳しく分析するとともに、そうした特例
校が、どのような制度環境のもとに置かれて
いるのか、すなわち、所在する自治体の不登
校対策のなかでどのような位置づけを持っ
ているのかについて明らかにしようとした。
分析の対象とした自治体は、八王子市（高尾
山学園を設置）、京都市（洛風中学校・洛友
中学校を設置）、そして大和郡山市（学科指
導教室ＡＳＵを設置）である。 
分析の結果、八王子市では、市内の不登校
対策として、不登校の早期発見・対応を目的
とした「個票システム」を導入し、これを利

用して各学校とカウンセラー等が連携して
いく体制が構築されていた。また、同市の高
尾山学園は、市内に適応指導教室や相談学級
もあるなかで、特に原籍校への復帰を希望し
ない不登校経験者を対象とする機関として
の役割を果たしており、そのなかで体験活動
や社会的スキルの獲得を重視するカリキュ
ラムが実施されていた。特に、児童厚生員の
配置による「プレイルーム」の設置は、同校
の独自の取組として注目されるものであっ
た。 
次に、京都市では、洛風中学校と洛友中学
校に加えて、３タイプの適応指導教室を設置
し、そのいずれの施設に通うべきかを「不登
校相談支援センター」が検討する体制を構築
していた。この体制のなかで、洛風中学校・
洛友中学校ともに体験活動重視のカリキュ
ラムが実施されていたが、洛風の場合にはウ
イング制による異年齢集団の学び合い、洛友
の場合には夜間部生徒との学び合いが、それ
ぞれ独自の取組として意図的になされてい
た。 
そして、大和郡山市では、不登校特例校で
ある学科指導教室 ASU に市全域の不登校対
策の中心が置かれていた。すなわち、ASUの
カウンセラーが「ASUカウンセリングステー
ション」として、市内の不登校傾向にある児
童生徒やその担当教員の相談窓口となる一
方、ASU内部では TTで授業を担当すること
で専門的知見を生かした授業実践も行われ
ていた。これに加えて、ASUでは適応指導教
室的な「居場所」としての機能から、体験活
動を重視するカリキュラムまで幅広く提供
し、その中で多様な職員・ボランティアを配
置することで個別の事情に対応していく体
制をとっていた。高校入試にかかる調査書等
の作成も県教委により認められていた点も
大きな特徴であった。 
最後に、３つの事例を比較し、不登校特例
校を設置する自治体では、特例校以外にも多
様な機関や機能を準備し、総体として不登校
児童生徒に対する支援の「網の目」を形成し
ていることを明らかにした。 
 
(4) 自治体の不登校対策における公私協働の
成立条件の分析 
 本分析は、福岡市教育委員会の不登校対策
と、そこでのフリースクール等民間団体との
協働が果たしている役割・機能、さらにはそ
の形成過程について検討することで、多様な
主体が参加する状況での効果的なネットワ
ークのあり方とそのマネジメントに対する
示唆を得ることを目的とした。具体的には、
以下の２点を作業課題として分析を行った。 
 
①福岡市における不登校児童生徒および保
護者への支援において、どのようなネットワ
ークが形成されているのか。 
 
②どのようなプロセスで公私協働が実現し



たか。その形成・維持に寄与した要因は何か。 
 
 分析の結果、まず①については、福岡市で
は不登校児童生徒を持つ保護者への支援を
目的として、教育委員会生涯学習課と民間団
体等で構成する「不登校よりそいネット」が
形成されていること、これが同市の協働事業
提案制度を用いて民間側の提案で構築され
たことなどを明らかにした。 
次に②については、「不登校よりそいネッ
ト」の実行委員長を務めているＣ氏が、その
形成・維持にとってキーマンとなっているこ
とを様々な点から明らかにした。すなわち、
a)Ｃ氏は自らの保護者としての不登校経験を
もとに不登校に悩む保護者への支援を行っ
てきた人物であり、b)その実績から市教委の
生涯学習課の事業で講師を務めたり、審議会
委員などを務めてきたこと、そして、c)この
Ｃ氏が民間側の代表者となり、行政側との接
点となることで、「不登校よりそいネット」
が維持・形成されていることを明らかにした。 
最後に、本分析では、こうしたＣ氏の存在
を、組織間関係論における「境界連結者」の
観点から捉え直し、Ｃ氏が情報プロセッシン
グ機能（他の組織や環境からの情報を収集し
解釈し、組織内に伝達する機能）や、組織間
調整機能（複数の組織を連結し調整する機
能）、象徴的機能（組織の外部に向けての「顔」
を形成し、インプレッション・マネジメント
を行う機能）などを果たしている点で、明確
に「境界連結者」としての機能を果たしてい
ることを明らかにした。 
 
(5) 米国におけるオルタナティブな教育実
践の普及メカニズムに関する分析 
 本分析では、米国のオルタナティブな教育
実践の普及・拡大のきっかけとなったスモー
ルスクール運動において、特に教育評価論の
部分で理論的根拠を与えた人物の一人であ
るリンダ・ダーリン＝ハモンドについて、そ
の業績を分析し、新しい教育実践の普及に求
められる条件について考察した。 
 分析の結果、彼女は、90年代ニューヨーク
市のスモールスクール改革において実践さ
れた「真性の評価」の実践を全米に広く知ら
せる役割を果たしたこと、2000 年代にスタン
フォード大学異動後も、カリフォルニア州オ
ークランドのスモールスクール改革にも関
与し、この運動のオリジナルな側面を維持・
継承する努力を行っていることを明らかに
した。 
そして、近年では、このような新たな教育
実践に持続性を与えるために新任教員のパ
フォーマンス基準や、優秀教員への資格付与、
教員養成機関への認証評価といったことが
必要になることを提唱していることを明ら
かにした。 
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